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[研 究報告要 旨]

都市再生特別地区は、従来の都市開発に関係す る制度のよ うな運用基準が定

め られてお らず、事業者 によって提案 された事業素案 を都市再生への貢献度合

か ら評価す ることで、容積率の割増 による大規模 かつ多様 な都市開発が実現 さ

れている。事業素案の評価の際には、計画す る地域 に相応 しい と考 えられ る施

設 とともに、事業完成後に該 当地域で行われ る公共的な ソフ ト貢献 も評価 の対

象 となっている。竣工後約 10年経過 した特区もあることか ら、竣 工後の施設

の維持・管理や ソフ ト貢献の継続状況を確認す ることが求められ る。

本研究では、2015年 3月 末現在竣工済みの 42の 特区を対象 として、事業者

の提案内容 を踏 まえ、施設及び ソフ ト貢献の両面か ら、特 区が地域 に与える持

続的な効果 を明 らかにす ることを 目的 とした。

調査は、まず特 区提案時の都市計画素案や都市計画審議会議事録等の資料把

握 を行い、各特区の概要 を整理 した。そ して、 ソフ ト貢献 を積極的に行 つてい

る特区に着 日し、 ソフ ト貢献 の内容 を 5つ に分類 しそれ らの内容 とソフ ト貢献

施設の運営状況等 について現地調査及び ヒア リング調査 を実施 した。 さらにソ

フ ト貢献施設の うち、公共的なイベ ン ト活動等、地域交流 に関す る活動 を積極

的に行 つている と判断 した施設 (地 域交流施設)を 取 り上げ、 これ らの運営ス

キームや運営内容、そ して事業継続の状況について検討 を行 つた。

その結果、特 区の施設内容 は自治体 との事前協議 によつて決定 されてい るも

のの、竣工後の ソフ ト貢献施設の運営は事業者 に任 されてお り、事業者 の取組

みの程度 によって運営内容 に大きな違いがあることが把握できた。 また地域交

流施設 は、地元商店街組合や まちづ くり団体 と一体 となつた運営を行 うことが、

持続的な地域貢献 につながってい ることが明 らか となった。

特区が地域 において持続的な貢献に寄与す るためには、事業素案の提案時に

竣工後の ソフ ト貢献施設の運営体制や貢献内容 について予 め協議 して具体化 し

てお くことや 、運営組織の育成が必要であると考 え られ る。


